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はじめに
前稿までで，資本主義国家の「原理」・「歴史」・「現状」をいくつかの論点
に即して検討してきた。つまり，まず第１に資本主義国家の基本特質が「原
理的」に考察され，資本主義的階級関係において資本家利害がメカニズム的
に貫徹していく，まさにその現実的「機構」が解明された。その点で「資本
主義国家の『原理論』」がまず構築されたと考えてよい。ついでそれを前提
としてこそ第２に，資本主義国家の歴史的展開過程が対象に設定されていく。
やや具体的にいえば，資本主義の発展段階プロセスに対応して，「重商主義
国家一自由主義国家一帝国主義国家」という「国家の段階的展開」が発現し
てくる－ということに他ならないが，資本主義国家のこのような段階規定
を通じて，資本主義国家の「発展段階的固有性」が典型的に把握可能なこと
は当然であろう。したがって次に「資本主義国家の『段階論』」が論理化で
きたわけである。
しかしそれだけではない。以上のような「資本主義国家の『原理論一段階
諭』」をふまえてこそ，第３に「資本主義国家の『現状分析』」が展開可能と
なる。すなわち，周知の通り1930年代以降，資本主義は「現代資本主義」へ
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の転換を余儀なくされるが，まさにそれに対応して資本主義国家は「現代国
家」としての変貌を遂げる。いうまでもなく，「アメリカ＝ニューディール
国家」・「ドイツ＝ナチス国家」に他ならないが，この代表例の中でこそ「現
代国家の課題」が典型的に検出可能だと判断してよい。
そこで，「資本主義国家の体系化」をこのように図式化できるとすれば，
本稿の理論課題を以下のように設定可能な点はもはや自明であろう。すなわ
ち，「資本主義国家の原理論」で解明された「資本主義国家の基本規定」の，
｢資本主義国家の段階論・現状分析」における「具体化＝貫徹化」をまず具
体的に検証しつつ，それを根拠にして，－その「貫徹」を保障する基軸と
しての－「資本主義国家の『形態』」を次に明確化するとともに，さらに最
終的には，この「資本主義国家の『形態規定』」に立脚してこそ「資本主義
国家の『本質｣」を体系化すること－これである。
Ｉ資本主義国家の方法的体系
〔１〕方法的前提まず全体の前提として，国家論が方法的にいわゆる「3.5
段階論｣')を採用せざるを得ない点を確認しておきたいｃその場合，議論の
焦点はいうまでもなく「資本主義国家」に関する「分析手続き」の明確化に
他ならないが，この作業に関しては，資本主義分析の成果を立脚点として以
下のように図式化可能であろう。
周知のように，資本主義分析の方法的体系は－宇野体系2)を土台にして－
その「三段階論」体系としてすでに確立をみている。すなわち，①「商品形
態をもって一社会の全経済を処理する，純粋の資本主義社会の運動法則を明
らかにするもの」＝「いわば自律的運動体の内部構造を明らかにするもの」
として，「純粋資本主義社会の原理的規定体系」をなす「原理論」がまずそ
の体系の最基底に置かれる。ついでそれを踏まえてこそ，この「原理論」の
上に，②資本主義の「各段階において指導的地位にある先進資本主義国にお
ける，支配的なる産業の，支配的なる資本形態を中心とする資本家的商品経
済の構造を……･世界史的に典型的なろものとして……解明するもの」として
の「段階論」が設定可能となる。そのうえで最後に，③資本主義の「具体的
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なる歴史的過程に対する解明として無限に進められる」ことを通して経済学
研究の「究極の目標」たる位置を占める「現状分析」が配置されて，「三段
階論」は完結するといってよい。まさにこの「資本主義分析の三段階論」か
ら「国家方法論」が導出されていく。
そこでこの「三段階論」に準拠して「国家論の方法」を提示していくが，
それに先立って，「資本主義分析論一国家方法論」を連結する基準点にまず
注意を向けておこう。さて①まず第１の「基準点」は，資本主義国家もいう
までもなく１つの「歴史的榊成物」である以上，それは「『成立・展開根拠』
－『歴史的移行』一『個別的現象形態』」という「三段階」の発現方式を必
然的に表面化させざるを得ない－という点に他ならない。すなわち，「歴史
的存在」としての「資本主義国家」は，それが歴史的規定をその免れ得ない
性格として保有する構築物である限り，「存立根拠性一歴史展開性一個別具
体性」の３側面をいわば不可避的に発現させていくわけである。まずこの点
にこそ，「資本主義分析の三段階論」が「国家論の方法」に対して絶大なる
参考基準を提供し得る，その最初の「基準点」があると考えられよう。
そのうえで②次に第２の「基準点」として，「資本主義経済一資本主義国
家」間における，特有な対応関係の存在が指摘されてよい。いうまでもなく
いわゆる「唯物史観」的な分析視角に関わるが，少なくとも－経済学分析
による資本主義発展過程の解明が保障可能な－「資本主義的生産様式」の
範囲内においては，「『上部柵造』としての『国家』」が「『土台』としての
『資本主義経済』」に「対応」して運動する櫛図が設定可能である以上，この
点を根拠にして，「資本主義国家」分析は「資本主義経済」分析を当然の前
提とし得る。したがってこの「連関」がついで第２の「基準点」をなす。
しかしそれだけではない。最後に③第３に，「資本主義分析の三段階論」
の「究極目的」と「資本主義国家分析」における「究極目的脱とが最終的
に一致する点一が重要だと考えられる。つまり，「資本主義分析の三段階論」
の理論課題が，「現状分析」の明確化を通じた「体制変革運動」への「戦略
指針提供」にこそあるのとほぼ同型の論理構造において，「資本主義国家分
析論」の最終課題が，「資本主義国家の現状分析」確立に立脚した「資本主
義国家」の廃絶＝止揚にある－のは当然だからである。こうして，「資本主
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義経済分析論」と「資本主義国家分析論」とは，単にその論理構成の側面に
おいて相互に対応関係にあるのみならず，さらに，それら両体系が持つその
｢究極的課題＝目的」という次元においても一定の「同質性」を確保してい
るのであって，まさにそのような「分析主体性」の点からも，両体系の「対
応関係」は明瞭であろう。したがってこのような「究極目的」型側面が３つ
目の「基準点」を形成していく。
〔２〕「国家論の3.5段階論」以上のような「方法的前提」を踏まえて「国
家論の3.5段階論」の内容にすすもう。そこで最初は(1)「35段階論」の最基
底をなす「資本主義国家の基本型｣“であるが，まず第１に①「基本型の基
本性格」から整理していこう。さてこの「雑本型」はいうまでもなく「資本
主義分析方法論」の「原理論」に対応するが，その「基本性格」の第１論点
は(a)その「法治国家」としての「特質」であろう。というのも，資本制的生
産が「価値法則」に立脚して自らの内的法則にしたがいつつ「自立＝自律的」
に連動し得ていくかぎり，少なくとも経済過程次元では，資本主義が国家に
よって積極的に媒介される必要がなくなり，国家の任務としてそこになお残
るのは，資本一賃労働を基軸とする資本制生産の商品交換関係を「自由・平
等」な意志関係にもとづく「等(ili交換」として保障しつつ，その「等価交換」
および私的所有に対する侵害を防止することに限定される－からに他なら
ない。このような，「法の支配」に基づいて資本主義的経済取引のＦ等価性」
保障を任務とする「国家の存在態様」こそいわゆる「法治国家｣5)といって
よいが，そうであれば，この「資本主義国家の基本型」の特質をこの「法治
国家」に集約可能なことはむしろ当然といってよい。
しかし以下の点にはくれぐれも注意が必要であろう。すなわち，「法治国
家」の中で「法の支配」が現実的に運営されるためには，「権力性・命令性・
排除性」を担保する「法の規範性」が不可欠なことであって，その意味では，
この「資本主義国家の基本型」領域内部に，例えば警察・軍隊・司法・官僚
機榊などの「一定のゲバルト」＝「国家実体」が実在することはむしろ自明
のことだ~と結論されるべきなのである。
ついで「基本性格」の第２論点として，この「資本主義国家の基本型」の
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(b)「本質」が問題となろう。換言すれば，一定の強制システムの下で「法の
支配」を実行するこの「法治国家」体制は「何を課題とするのか」という論
点に他ならないが，この論点の焦点が「資本主義体制の組織化」という点に
あるのはいうまでもない。なぜなら，「法治国家」体制は，一面では，資本
制的生産の「自立＝自律性」を根拠として，経済主体の自由な私的契約関係
を法的に保障するとともに，他面では，その法的枠組みへの違反・侵害・逸
脱に対しては「強制力＝権力」をもって「制裁」を加える－という独特な
｢国家作用」を展開するが，それは，ヨリ「システム的」に表現すれば，「国
家による，資本主義体制に対する『統合・組織化』作用」そのものであろう。
そうであれば，この「体制統合化」＝「体制組織化」システムにこそ「法
治国家」の「本質」があり，したがってそれ故，「資本主義国家の基本型」に
こそ，その「本質」が最も典型的に表面化してくるのは当然だと考えてよい。
そのうえで最後の第３論点は，「基本型」＝「法治国家」における(c）「現
実的・結果的効果」の特殊性に関わろう。その場合ロジックの焦点は，「法
治国家」システムは諸経済主体に対して「形式的」にはあくまでも「自由・
平等」の立場から無差別的に対処するが，しかし「実質的」には，各経済主
体に同質的な作用的効果を及ぼすわけでは決してない－という点にこそあ
る。もう一歩積極的に表現すれば，資本主義国家の「法治国家」システムは，
むしろ（あくまでも「結果的」にではあるが）資本主義社会における支配階
級の利害を貫徹していくようにしか作用しないのであるが，その根拠として
は以下のような特殊性が特に重要といってよい。すなわち，「法治国家」シ
ステムの展開を通して資本制生産の基本枠組みが維持可能となり，しかもこ
の「枠組み」の保持を媒介にしてこそ「資本一賃労働」関係の継続的再生産
(剰余価値生産・資本蓄積機構の再生産）がさらに保障されていく以上，肢
終的には，この「法治国家」システムを通じて資本家階級利害が結果的に貫
徹していく－からに他ならない。
要するに，「法治国家」という一見「消極的な」在り方を通してこそ，「基
本型＝法治国家」は資本家階級の利害を「結果的」に実現していると総括さ
れるべきであろう。
そのうえで次に第２に②「資本主義国家の基本型」の「機能」へ視点を転
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じよう。そこでこの「機能」に関する第１論点はいま確認した(a)「資本家利
害の貫徹メカニズムの基本機構」だが，「法治国家」が結果的に資本利害を
貫徹させていくその機能的システムは概略として以下のように整理可能であ
る。つまり，（ｲ)「資本利益」の「個別戦略」は利潤率極大化を目指した経済
｢成長モデル」という形をとる→(ﾛ)この「利潤率極大化」指向は「価値法則」
展開の論理と同質である→レルたがって「利潤率極大化」指向にのっとった
｢資本利益」は「価値法則」の展開によって（結果的に）支えられる→(二)そ
のため「価値法則」に支持された「資本利益」の「ヘゲモニー的企図」は
｢戦略の場」たる「国家」において「社会的承認」を確保する→㈹「戦略の
場」の「主催者」である「国家」はこの「社会的承認」を認めてそれに「正
統性」を付与する→㈹「資本利益」は不断に「勝利」を維持し続ける－と
いう論理過程6)これである。まさに，「資本家利益貫徹」の「原理的モデル」
だといってよい｡
総じていえば，「資本主義国家の基本型」＝「法治国家」に内在化された，
｢資本家利益貫徹」に関わる以上のようなメカニズムこそが強調されるべき
だと思われる。
ついで「基本型」機能の第２論点として，（b)「『基本型』と『経済学原理
論」との特有な『対応関係｣」が指摘されてよい。もう一歩具体的にいえば，
この「基本型」の設定基準を何に求めるのかという点だが，以下の２条件か
らして，「基本型」は，「価値法則」を自らの存立基盤とする「経済学原理論」
との「対応関係」にその立脚根拠をもつ－と判断する以外にはない。つま
り，まず－面では，国家＝「個別戦略がヘゲモニーを競い合う戦略の場」で
ある限り，この「基本型」を「経済学原理論」からその内在的ロジックに沿っ
て導出不可能なことはまず自明であるとともに，他面では，「基本型」の基
準は，「国家図式」の「外部」にあってしかも国家作用に質的規定性を保有
するものに還元されざるを得ないのも当然だと思われる。したがって，その
両ベクトルを考慮しつつ採用可能な現実的処理を探るとすれば，結局，国家
自体の一応は「外部」に位置しつつしかしそれに対して決定的かつ「前提的」
な役割を果たす「価値法則」体系こそが，「基本型一経済学原理論」を論理
的に架橋するその「結節点」だと結論されてよい。まさに「基本型一原理論」
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における「対応関係」の内実であろう。
その意味で，「基本型」機能のこの特殊性理解に立脚して始めて，「基本型」
と「経済学原理論」とが，－「接続・還元関係」では決してなく－あくま
でも「対応関係」においてこそ連関している点も，疑問の余地なく明瞭にな
るように考えられる。
以上を踏まえつつ最後に，「基本型」の第３論点として，に)この「基本型」
機能を媒介にして「資本主義国家の正統性」が浮上してこよう。なぜなら，
ここまででフォローした通り，「基本型」の機能に立脚して，まず一面では
｢国家を場とする資本利害の結果的貫徹」が，ついで他面で「国家と経済学
原理論との対応関係」が，それぞれ解明された以上，この２側面を総合的に
判断すれば，資本主義国家は，「原理論に裏打ちされながら資本利害を最終
的に実現していく」という意味において，その「正統性」を保持している－
と定式化可能だからである。まさに「正統性」の根拠論であろう。
このように整理できれば，この「基本型の「機能論』」こそ，それを別の
角度からみれば，第３に③「資本主義国家論の『正統性』」に関する「作用
メカニズム」論そのものだと位置づけられてよいことがわかる。したがって
それは，「基本型」存立意義の点からしても，「資本主義国家」論体系におい
て極めて枢要な部分を占めると結論されてよく，そこに，国家の「形態」と
｢実質」との「統合」が表現されているわけである。
次に「国家論の3.5段階論」の「中間論理」を構成する(2)「資本主義国家
の歴史型」へと視点を転換しよう。しかし，この「歴史型」の現実展開に関
しては本稿の主テーマとして後に立ち入ってフォローするので，ここでは
｢重商主義国家→自由主義国家→帝国主義国家｣7)というラインに沿ってその
骨組みだけをみておきたい。
始めに「歴史型」のまず第１フェーズは①「重商主義段階国家」に他なら
ない。そこで，この「重商主義国家」をいくつかのポイントから総括的に把
握していくが，その場合，この「重商主義国家」の表象は「前期」と「後期」
とではその性格が質的に相違するので，それら２つは区別して処理される必
要がある。まず最初に，ブルジョア革命以前の「前期・重商主義国家」から
入ると，その構造的特質として，（a)「政治過程」一絶対王政，（b)「階級関係」
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－領主と新興ブルジョアジーとの並立，（c）「国家機構」－中央集権化，（d）
｢政策体系」－特許制度，（e)「本質」－「原蓄（準備）国家｣，の諸側面が検
出できる。それに比較して，ブルジョア革命後の「後期・重商主義国家」に
進むと，以下のような特質へと転換するといってよい。すなわち，（a)「政治
過程」－ブルジョア革命，（b)「階級関係」－地主と産業資本家との並立，に）
｢国家機構」－議会＝上院の優位性，（d)「政策体系」－全般的（非個別的）
保護政策，（e)「本質」－「原蓄（完成）国家｣，という諸側面，これである。
要するに，「重商主義国家」は，ブルジョア萠命を分岐点として２つの局面
を経過したと整理可能であろう。
ついで「歴史型」の第２フェーズとして②産業革命＝資本主義確立後の
｢自由主義国家」がくる。先に指摘した「重商主義国家」と同様にこの「自
由主義国家」にあっても各国別の個性差は大きく，したがって「自由主義国
家」としての典型化は容易ではないが，いくつかの側面に準拠してその構造
的特質の検出を試みれば以下のポイントだけは一応析出できよう。すなわち，
(a)「政治過程」－近代市民社会，（b)「階級関係」－資本家と労働者の対抗関
係，（c)「国家機構」－政党制に立脚した議会制，（d)「政策体系」一自由主義
政策，（e)「本質」－「法治国家｣，というファクターこれである。
最後に「歴史型」の第３フェーズこそ③「帝国主義国家」である。いうま
でもなくこの「帝国主義国家」こそ，１９世紀末から２０世紀初頭にかけて進行
した「資本主義の柵造変化」に対応した国家形態だが，この「帝国主義国家」
に到達して始めて，資本主義国家における「同位相化」が実現することによっ
て国家把握の「タイプ論」的処理が容易になる－のは周知のことと考えて
よい｡そこでその柵造的特質を整理していけば，（a）「政治過程」－「権威主
義社会｣，（b)「階級関係」－階級関係の多元・多層化，（c）「国家機柵」一行
政権力肥大化，（d)「政策体系」－「社会統合化」政策，（e)「本質」－「社会
国家｣，という図式が描かれるのであって，「自由主義国家」からの「構造的
変貌」が一見して明瞭だといえよう。この「転換」の意義が重要であろう。
以下の議論の焦点をなす「歴史型」については，当面は以上のスケッチに
止めておきたい。
最後に，「国家論の3.5段階論」の「究極課題」をなす(3)「資本主義国家の
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個別型」へと視角を回転させよう。そこで，この「個別型」を巡るいくつか
の準拠点を検討していくが，最初に第１は①「個別型の守備範囲」に関して
である。つまり，この「個別型」にはそのニュアンスをやや異にする２つの
意味合いが含まれざるを得ないからであるが，この「個別型」がもつ「２つ
の意味」のうちのまず１つ目は，文字通り「特定の国家の個別・具体的分析」
という含意に他ならない。例えば「第２帝政期のフランス国家」・「ワイマル
期のドイツ国家」・「ニューディール期のアメリカ国家」などという，「時期
と国」とを「個別的」に「特定化」した具体的な国家分析がこの範畷に入る
わけであり，その点で，国家分析における，「特定・個別・具体」的という
｢抽象水準分析」こそがこの「第１の意味」での「守備範囲」だ－と整理可
能だと思われる。
しかしそれだけではない。次に，この「個別型」の「第２の意味」として，
｢個別」の力点を「｢個別」としての『現代｣」に設定して，「個別型＝現代国
家分析」と把握する理解があり得よう。すなわち，この「個別型」の「究極
課題」が資本主義国家の現状分析にある点はいうまでもないが，「現代その
もの」においてこそ「究極性」がその最も具体的な姿態を現出させるのは当
然である以上，「個別型」の課題の焦点にこの「現代国家」を置く意義は極
めて大きいと判断してよい。それに加えて，国家論の「実践的目的」が何よ
りも「資本主義国家変革への指針提供」にあることが否定できないかぎり，
その「課題＝目的」に的確に対応するためにも，現状変革に直結する「現代
国家分析」の重要性が一層際立ってくるように考えられる。こうして，「現
代国家分析」という「抽象水準分析」こそが「第２の意味」での「守備範囲」
だと結論できよう。
そうであれば次に第２として，②'この「現代国家｣8》の歴史的特質にもう
－歩立ち入った照明が当てられなければならない。さてこの「現代国家」に
関しては考慮すべき点が少なくないが，いま必要なかぎりでそのエッセンス
を整理すれば，例えば以下の諸点は特に重要であろう。すなわち，（a)「機能」
－労働者への労働基本権付与＝Ｆ労資同権化」確立を基軸としつつ政治・
経済の両面を通じていわゆる「福祉国家」体制を構築し，それを媒介にして
資本主義の「体制維持」を図ること，（b)「課題」－対外・体内両サイドか
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らする社会主義インパクトに対抗するために，「体制組織化」を確保するこ
とによって「反革命」体制の櫛築を基本課題とすること，に）「本質」－資
本主義の「体制的危機」の中で金融資本による社会統合作用の限界が明白に
なることによって，「体制組織化」の主体としての資格が，金融資本から国
家へと「委譲」されたこと，（｡）「歴史的例」－ドイツ・ワイマル体制やア
メリカ・ニューディール体制において典型的に発現しただけではなく，ナチ
ス体制・高橋財政・フランス人民戦線政府・イギリス「福祉国家」体制など
で幅広く確認できること－これである。
まさにこのような「新しい特質」の中にこそ，「帝国主義国家」をもう一
歩質的に超えた，「現代国家」として定義可能なその「現代性」が確認され
てよいように思われる。
このようにして「現代国家」の基本像が検出できれば，そこから③いわば
｢現代国家の『汎用性』」も導出可能になってこよう。換言すれば，「現代国
家」のこのような諸特質はいくつかの「資本主義国家」にとっていわば共通
の基本枠組みとして定着している－という興味深い事実に他ならないが，
その根拠は以下の点にある。すなわち，この「現代国家」は，社会主義のイ
ンパクトを基本的背景としており，しかもこの社会主義圧力は－ロシア革
命後の戦間期には－全ての資本主義国家に対して，もはや時間差なしにシ
ンクロナイズ化して表面化してきている以上，各国の間で，「現代国家」と
しての足並みはいわば完全に揃ってくる以外にはない，からである。
要するにこうして，「現代国家」規定は，一面で，各国資本主義国家の
｢現代的特質」に対し，いわば「共通の参照軸」を提供可能なことも理解し
得る。そしてまさにここからこそ，「国家論の方法」における独特な考慮点
が浮上してくるといってよい。
〔３〕総括そこで最後に，以上を前提として「国家論の方法」が「国家
論の3.5段階論」という全体的視点から総括されねばならない。その場合，
ここでの問題提起のアクセントは，いうまでもなく「『３』段階論から『3.5」
段階論への拡張」にこそある。というのも，いま確定した通り，「現代国家」
というレベルでは資本主義各国家の基本特質・機能はほぼ一定の共通枠組み
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を保有するに至るかぎり，各資本主義国家の「個別分析」もこの「現代国家」
としての「一般性」をまず前提にしなければ適切な解明が不可能なのであり，
したがってその点を重視すれば，「国家論の方法」は「3.5段階論」構成を採
用せざるを得ない－からに他ならない。言い換えれば，「資本主義国家の個
別型」は，（A)各資本主義国家に関する「現状分析そのもの」としての（いわ
ば「狭義の｣）「個別型」と(B)「現代国家のいわば『一般論』」としての「現
代型」とに「分化」すべきなのであって，ここから「国家論の3.5段階論」
が提起可能になっていく。
以上のように考えてよければ，資本主義国家論体系は，方法論的にみて，
以下のように構成されるべきことが最終的に明確になったと判断してよい。
すなわち，「資本主義国家論」は，「資本主義国家」に関する，「基本型」→
｢歴史型」→「現代型」→「個別型」といういわば「3.5段階論」に即してこ
そ構成されるべきこと－これであって，まさしく「国家論の『3.5段階論』」
の体系的不可欠性だといえよう。そして，このような体系的「手続き」を経
て－特に「現代型」を一般的枠組軸に設定して~始めて，最後に資本主義
国家の各国分析としての「個別型」がようやく分析可能になるのであるから，
この「多段階的な論理手続き」の意義は絶大だといってよい。
結局，「国家論の３段階論」を「修正＝拡張」した，このような「国家論
の3.5段階論」的処理なしには，国家論体系の最終目標である「資本主義国
家の現状分析」も決して実現し得ない点が－くれぐれも注意されねばなら
ないように考えられる。
Ⅱ資本主義国家論の展開
〔１〕展開構成以上までで確認してきた「方法的前提」をふまえつつ，
次に，資本主義国家の「内容論展開」へと考察を進めよう。そこで最初に，
いくつかの「展開構成」上の焦点をあらかじめ検出しておきたい。まず第１
点は①「国家論の方法との内的関連」という論点であって，すでに確定した
｢国家論の3.5段階論」と以下の「内容展開」とはどのような関連に立つのか－
という問題である。さてここまでで，「国家論の方法的体系」に即していく
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つかの基準点を提起してきたが，それを一言でいえば，「経済学の３段階論」
に対応した「国家論の3.5段階論」という主張に他ならなかった。しかし，
それがどんなに重要であったとしても，「方法論」それ自体に独立した意義
があり得ないことは当然であって，何よりも，国家分析の実際的実行の指針
となることだけが「国家論の方法」の存在証明であるかぎり，この「国家論
の方法」は，次に国家の現実分析との内的関連が探られなければならない。
つまり，ここまでで明らかになったこの「国家論の3.5段階論」＝「方法論」
を具体的に適用して，「現実の国家分析」＝「内容論展開」へと接続してい
くわけである。
次に焦点の第２点として②この「内容論展開」の「構成」論点が指摘でき
よう。もう一歩具体的にいえば，国家論体系のうち「内容論展開」が包括す
べき榊成範囲はどのように確定できるか－というポイントだが，この論点
については以下のように処理できよう。すなわち，「国家論体系＝3.5段階論」
のうち，まず１つ目に「基本型」に関しては，それが現実の国家分析の中で
｢実証」されるという性格のものではあり得なく，－経済学における「原理
論」とほぼ同様に－あくまでも理論構成を通じて「前提される」しかない
ものである以上，「現実的国家分析による『実証』」という意味をもつ，この
｢内容論展開」には包含されない。ついで２つ目に「歴史型」はいうまでも
なくこの「内容論展開」の重要部分をなす。というのも，「国家論体系＝3.5
段階論」という基本的指針を「道標」としてこそ，「国家の歴史的展開過程」
が始めて論理化できるからであり，したがって，この「歴史型」にあっては，
｢方法論」とＦ内容論」との相互関連考察が何よりも不可欠だと整理できよう。
そうであれば３つ目に，（｢現代型」をも含めて）「個別型」の扱い方も自
ずと決定されてくる。つまり，この「個別型」についても，資本主義の「現
代化」を現実基盤とした「現代国家」の出現を前提にしつつ，「国家論体系＝
3.5段階論」という「道しるべ」を基準としてのみ論理化可能なものである－
かぎり，「内容論」を「方法論」から切断することは不可能だといってよい。
要するに，この「内容論展開」は，「基本型」を除外しつつ，「歴史型」と
｢個別型」を中軸にしてこそ櫛成されるべきであろう。
段後に焦点の第３点は③「内容論展開」の「基軸点」論点に他ならない。
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換言すれば，「方法論」と「内容論」との「相互関連＝実証関係」を検出し
ようとする場合，その「軸点」を何に設定すべきか－という論点に関わる。
しかし，すでに「基本型」＝「法治国家」に即して確定した通り，「法治国
家の本質」＝「国家による，資本主義体制に対する『統合＝組織化』作用」
であった以上，この「軸点」決定の方向･性は，以下のようなベクトルとして
明白であろう。すなわち，資本主義国家の「本質」が「体制の組織化」にあ
ることに立脚すれば，資本主義国家の「内容論展開」の「基軸点」が，何よ
りもこの「体制組織化機能の『歴史的・現代的特質』解明」以外にあり得な
いのは当然である－と。まさしく「体制組織化の現実形態」こそが浮上し
てこよう。
〔２〕資本主義国家の展開一「体制組織化」機能の歴史的展開そこでこ
のような視角に立脚しつつ，資本主義国家の「内容論展開」を「体制組織化
機能」の現実的展開に即して考察していきたい。もっとも，この「内容展開一
の詳細はすでに前稿までで具体的にフォローし終わっているので，ここでの
作業はそのエッセンスを体系化する点に絞られる。そこで「歴史型」と「個
別型」とを対象にして，そこにおける，「資本主義国家による『体制組織化
機能』」の展開パターンを解析していくことにしよう。
最初に「資本主義国家の『歴史型』」から入るが，まず①「イギリス重商
主義国家における「体制組織化』タイプ｣，;はどう整理可能だろうかｃそこ
で第１に(a)「国家組織」を取り上げるが，そのうち，この「イギリス重商主
義国家」の全体的な理念的基盤をなした（ｉ）「イギリス革命体制の意義」
から確認していくと，以下の諸点が直ちに目に入ってくる。すなわち，（A）
｢複合的＝妥壜協的性格」－統治機構における，「国王」の「形式的」な「君
主機能」と「議会」の「実質的主権」という「複合化」と，経済櫛造におけ
る，「ブルジョア利害」と「地主利害」の「二元化｣，とから構成される全体
的な「複合的＝妥協的」特質，（B)「前進的性格」－「自由と権利」規定・
｢議会制定法」の確定・「国王大権の制限＝限定」などの「手続諸法規」の
明確化によって示される，「ブルジョア革命の帰結としての近代国家」の
｢創出」という「前進的」特質，（ｑ「非大衆的＝寡頭的性格」－あくまでも
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「大衆＝非土地所有者の政治参加」を拒否した「寡頭的性格」にこそ立脚し
た「議会主権」という「非大衆的」特質，これであって，この体制の，ブル
ジョア国家としての「過渡期的色彩」が否定できない。
ついで（ii）「議会制度」へ視点を移すが，「イギリス革命体制」の現実的
基盤をなした「庶民院」の性格に着目すれば，そこからはおおよそ次のよう
なイメージが浮上してくる。つまり，（A)「庶民院の構成」－婚姻．姻戚関
係ネットワークを接点とした，「貴族・地主・ブルジョアジー（大商人)」の
いわば「連合体｣，、「利害貫徹ルートの特殊性」－「資本主義化の体系的
促進」という「ブルジョア利害」が，それとは階級的利害をむしろ異にする，
｢貴族・地主・大商人」迎合体からなる「庶民院」という「窓口」を媒介に
してこそ「出力」されたという，「利害関係貫徹の特殊性｣，（ｑ「体系的意義」
￣「貴族・地主・大商人」として構成される「庶民院」こそ，「資本主義成
立期としての『重商主義』」段階の「階級的利害」を，自らの「連合体的形
態」を媒介項＝経由経路にして，現実化＝遂行せしめたその「主体」に他な
らなかったという「歴史的役割｣，の３点，これである。まさに，貫徹して
いく「基本利害」とそれを媒介する「窓口」との「相違性」にこそ，注意が
払われるべきだといえよう。
そのうえで（iii）「選挙制度」はどうか。そこで「重商主義国家」の「選
挙制度」に着目すると，例えば以下の３ポイントにその段階的特徴が見て取
れる。すなわち，（A)「制度的未完成性」－この時期の「不合理な」選挙制
度は結局制度的完結に至ることなく，産業資本の要求を盛り込んだ1832年の
｢第１次選挙法改正」にまでその定着を持ち越したという「制度的未熟＝過
渡期性｣，（曰「制度的『Ⅱ]社会性』」－「政治組織的形式」としては，国民
大衆とは隔絶した，「貴族・地主・大商人」という「１日社会型．寡頭支配」
に立脚した「不合理な選挙制度」が持続したという「形式的特質｣，（。「妥
協的本質」－「不合理・旧型」なこのような「形式」を媒介にしてこそ，
｢ブルジョア的利益」という「内実」が（イギリス資本主義におけるその後
の飛躍的発展が一点の曇りもなく実証しているように）貫徹していったとい
う「｢形式』と『内実』との『妥協的』」性格，この３論点に他ならない。ま
さにこのような「妥協的・選挙制度」こそ，「ブルジョア利益」発現に関す
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る，この「重商主義段階」に特有なスタイルだったのであり，したがってそ
の点からつづめていえば，「ブルジョア利益」貫徹に関わる，「選挙制度」上
での，その「形式」と「内実」とのこのような「ズレ＝乖離」にこそ，「重
商主義段階・選挙制度」理解の決定的枢要点がある－ように考えられる。
そのうえで視角を第２に(b)「政策体系」へと転回させよう。その場合，こ
の「政策体系」の焦点は３パターンに整理可能なように思われるが，まず最
初は（ｉ）「貿易・関税政策」である。このようにポイントを設定すると，
その基軸としては以下の３点が特に注目に値するといってよく，例えば，（A）
｢一般的保護育成政策」－「国内市場確保」・「外国競争からの防衛」・「貴金
属の対外的獲得」・「貿易差額プラスの保障」などに代表される，「イギリス
資本主義の総体的発展・促進」を目指したいわゆる「資本の原始的蓄積」作
用の展開，⑧「航海条例の意義」－砂糖・タバコ両植民地からの利潤還流・
関税収入増大による「イギリス商人資本」への「直接的効果」およびそれを
通じた「イギリス毛織物工業」への「間接的効果｣，に)「穀物条例の『複合
的』階級基盤」－「穀物輸出保護システム」による「商人資本・利益防衛」
が確認できると同時に，（穀物価格上昇→賃金上昇→利潤率低下という）「資
本譲歩」を含みつつ，「穀物価格上昇→地代上昇」というラインで「地主利
益・促進」に帰結したという「複合性｣，という３論点に他ならない。要す
るに，産業革命に先立つこの重商主義段階においては，「資本」がなお地主
階級の利益を無視できず，それとの「妥協」を模索する以外になかったとい
う「妥協的＝過渡期的性格」が明瞭だ－と総括可能であろう。
そのうえで次に（ii）「財政・金融政策」が重要だといってよい。周知の
通り，この財政・金融政策も「原蓄」の一環として不可欠の作用を行使して
いくが，ここではとりあえず以下の３側面に即して重商主義国家の「財政・
金融政策」を視野に収めておこう。すなわち，（A)「イングランド銀行の設立」
－政府との相互信頼を基盤として，「国債制度の支持」と「発券機能」とを
主軸にしつつ「貨幣の『動員』および『創造｣」＝「貨幣資本の潤沢化」を
目指したという「ブルジョア的利害の実現｣，（日「発券制度の統一」－「銀
行券と短期公債との『分離』」に立脚した「発券制度の統一化」による，資
本主義の成立・発展に必要な「発券機能一元化」を通じた「資本主義化促進
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作用｣，（c)「重商主義的財政制度」－「｢保護育成」型経費構造」・「『大衆課
税」的消費税中心型租税榊造｣，および「小生産者層の両極分解」＝「無産
者形成の惹起」に帰結する「｢発行累積』型公債構造」からなる，「『原蓄』
促進的・財政システム｣，が直ちに確認可能であるが，総体的にみて，これ
らの「財政・金融政策」が，－「貿易・関税政策」や次にフォローする
｢労働政策」の場合ほど顕著ではないにしろ－「貴族・地主・大商人の利害」
と「錯綜・妥協」しながら，最終的には，￣資本主義化の加速＝促進」を通
して「ブルジョア利害」を貫徹していった点一は否定し得まい。
以上を前提にして最後に（iii）「労働政策」はどうか。その際，結論先取
り的にいえば，この重商主義的経済政策のうち他の政策と比較してこの「労
働政策」が最も色濃く「旧社会」的母斑を残しているが，その点を意識しつ
つその焦点を探ると一応以下の３点は指摘可能だと思われる。すなわち，（A）
｢賃金規制策」－資本による賃金抑制策要望に対応した，毛織物工業におけ
る，「小生産者に対する保護諸立法の空洞化」や「賃金規則（賃金保護）の
廃止」（1757年）などの「賃金規制政策｣，(B)「『団結禁止法』体系の強化｣－
マニュファクチャーからの要請にもとづく「産業の自由」に立脚した，「全
般的団結禁止法」（1799-1800年）や「職人条例」（1813-14年）という「団
結禁止法制｣，（ｑ「救貧制度の改革」－「貧民救済制度の充実・補完」を目
指すとともに「労働力供給の拡大」をも意図した，生産手段を喪失した生産
者およびその孤児に対する「授産所」施設の拡充，これである。要するに，
この重商主義段階では，「資本一賃労働関係」の未確立に制約されて本格的
な「労働政策」の発動は見るべくもないとしても，少なくとも，「資本要望
による｣，「賃金規制・団結禁止・労働力供給促進」という決定的枢軸点にお
いては，「資本主義促進化」という国家の政策的意図が十分に検出可能であ
ろう。まさに「初期ブルジョア労働立法」への転回といってよい。
以上のような「イギリス重商主義国家体制の展開」を前提にして，最後に
第３に，全体を(c)「イギリス重商主義国家における『体制組織化』タイプ」
という点から総括しておきたい。つまり以下の３論点を摘出可能なのであっ
て，まず１つ目は（ｉ）「諸階級利害の錯綜化＝多元化」という論点であろ
う。いうまでもなくこの重商主義段階の「支配的資本形態」は「商人資本」
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であるが，しかしこの「商人資本利害」がストレートに国家体制に反映した
わけでは決してなく，むしろ「議会・選挙・政策」の現実相においては，
｢貴族・地主．（特権的）大商人」こそがその主流を構成し，国家体制に対
して強固な影響・作用を持続させ続けた。その点で，この「重商主義国家体
制」における「制度的・組織的担い手」が何よりも「貴族・地主・大商人」
の掌握下にあり，したがって「体制組織化」の主導権も彼らに属していた点
が－まず一面で明確に確認されねばならない。そのうえで次に２つ目に，
にもかかわらず（ii）「資本主義利害の現実的『貫徹｣」も決して否定し得な
い。この点は，イギリス資本主義のその後の飛躍的発展がどんな論証ロジッ
クをも凌駕して事実的に証明している通りだが，そうであれば，まさにこの
｢イギリス重商主義国家体制の展開」が，「最終的・結果的」に「商人資本の
利害」を促進・貫徹させたことは当然のこととして明白であろう。こうして
他面で，「商人資本『優位』型『体制組織化』」の進行が明瞭といってよい。
このような２側面を総合化すれば，３つ目として結局（iii）「イギリス重
商主義型『体制組織化』タイプ」として以下のような集約点が手に入る。す
なわち，「議会・選挙・政策体系」における，「貴族・地主・大商人」などの
｢いわば「旧社会的』」構成を戸制度的担い手」としつつ，まさにそのような
｢組織的形式」を具体的な「媒介」としてこそ，現実的には，「資本主義化促
進＝商人資本利害促進」という「階級的内実」が「貫徹」していった－の
だと。要するに，一方で「貴族・地主・大商人」に国家組織上の重要ポスト
を与えて一定の制度的役割を分担させながら，しかし他方で，彼らのその政
治的行為そのものを通じて－自らの階級的利害とはいわば背反する－「資
本主義的利害」をむしろ逆に「貫徹」させつつ「結果的に」「１つの政治経
済システム」としての存続を維持させてしまうという，《｢国家組織」と「階
級利害」との「乖離」および「貫徹｣》としての，この特有なシステムにこ
そ，「イギリス重商主義国家における『体制組織化』タイプ」の，その決定
的基軸があると総括されるべきであろう。
ついで②「イギリス自由主義国家における『体制組織化」タイプ｣'０)へと
目を移そう。そこでまず第１に(a）「国家組織」から入るが，最初に（ｉ）
｢政党櫛造」はどうかｃ先にも関説した通り，この「自由主義段階」の「法
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治国家」型政治構造において「政党システム」が極めて重要な機能を発揮す
るのはいうまでもないが，その点を念頭に置いて「政党榊造」の特質検出を
試みると以下の３点が直ちに確定できる。すなわち，（A)「政党階級基盤の一
体化」-19世紀50年代の「ビール派主導の連立政権」を基盤にして，「ホイッ
グ＝商工業者階級」対「トーリー＝地主・貴族階級」という対立図式が希薄
化し，むしろ両者の「大土地所有者」型「出身系譜」を条件として「政党階
級基盤の『同質化』」が進行したこと，（B)「２大政党制の確立」－その結果
｢イギリス国家体制」が，「大土地所有者」としての同質性の上での，「保守
党＝土地所有者・貴族層の『ヨリ純粋な』代表者」と「自由党＝ブルジョア・
商工業者階級の『貴族的』代表者」という「２大政党制」に立脚して展開さ
れたこと，（Ｏ「産業資本利害の貫徹形態」－自由主義段階の「真の支配者」
である「産業資本ブルジョアジーの利害」は，自由主義政策を現実的に推進
する「政治組織」としてのこれら両党に「政府の独占と官職の排他的所有」
を「委託」＝「譲歩」するという「形態」を媒介にして，明瞭に「貫徹」し
たこと，これである。まさに，「地主・貴族的残津」を抱えたこのような「政
党構造」こそ「産業資本利害・貫徹」の，その「主体的形式」だったのである。
ついで（ii）「議会構造」へ目を向けよう。周知のように「議会構造」は
国家政策の現実的決定・調整舞台をなすが，いまこの「政策調整機能」に特
に力点を置いて「イギリス議会構造」の特質を探ると，以下のように図式化
可能だといってよい。つまり，（A)「議院櫛成の妥協的性格」－「２大政党」
および「両院」に共通な，「議員選出系譜」および「政党立脚基盤」におけ
る「貴族・地主階級出自の『名望家』支配」の濃厚化持続，⑧「ブルジョア
議会制度の確立」－「国王影響力からの議会の自立」・「庶民院の貴族院に
対する優越性」・「責任内閣制の実質化」・「議会運営方式の改革」などを通し
た「ブルジョア議会制度における「古典的形態』」の生成，（Ｏ「政策形成ルー
トの定着」－「産業資本利害」が，「庶民院」を舞台とする，「世論」の
｢形成→集約→反映→交渉→調雅→支援→法制化」という現実的「ルート」
を経由・媒介しつつ，最終的には，「庶民院」に立脚した「自由・保守党連
合内閣」によって実現・貫徹・遂行されたこと，の３側面これである。この
意味で，何よりも，「ブルジョア利害貫徹」に関する－単純な「反映・還元」
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関係ではなく－具体的な「利害形成・集約・伝達・喚起・支援・請願・行
使」という「メカニズムの精微性」にこそ，この「イギリス自由主義段階・
議会構造」の典型的特徴があると結論すべきであろう。
ではこのようなイギリス議会構造は，イギリスに特有などのような（iii）
｢選挙制度」に支えられていたのであろうか。その場合，問題の焦点はいう
までもなく1832年「第１次選挙法改正」にこそあるが，その着目点は一応以
下の３点に整理可能だと思われる。すなわち，（A)「改正の骨組み」－「産
業革命→工業化→都市化」を現実的背景とする，「都市選挙区議席の増加」
および「都市・農村選挙権の拡大」を通じた，現実適合的な「有権者数」の
大幅拡充，、「改正の意義」－（貴族・ジェントリーと並んで）「中産階級
としてのブルジョアジー」への「参政権」の付与による，「ブルジョアジー」
の，「イギリス議会政治の担い手への上昇」と，それを通じた，議会を媒介
とした階級利害の「政策体系」への集約・反映ルートの確立，（C)「改革の
『漸進性』」－「現状適合的議席数配分改正」の不徹底性に起因した，「貴族・
ジェントリー政治支配力」の温存に代表される「第１次改正の『不徹底性＝
漸進性』｣，これである。総体的にいえば，「第１次改正」の「複合的性格」
に他ならないが，それが，すでに確認した「イギリス政党・議会構造の妥協
性」と通底していることは当然といってよい。
そのうえで第２として(b）「政策体系」へ進もう。そこで最初に何よりも
（ｉ）「貿易・関税政策」が特徴的だが，そこからは以下の諸特徴が浮上して
くる。つまり，（A)「穀物法廃止の階級基盤」－（農業利害の「新しい形」
での進展という「妥協」をも含んだ）「自由貿易運動推進の画期的歯車」お
よび「産業資本と土地所有との『闘争』における前者の勝利」という意義を
確保しつつ，「低穀物価格による産業資本の生産性・競争力・輸出力拡大」
を実現した「『産業資本』優位型「階級命題』の成立｣，（B)「自由貿易連動の
進展」－「関税撤廃範囲拡大」・「収入関税化」・「従量関税化」・「代償措置」
などを通した「関税の大幅撤廃・引き下げ・簡素化」の拡大進行，（C)「階級
基盤の『錯綜化｣」－「産業資本利害の貫徹｣・「地主階級特権の部分的剥奪｣・
｢労働者階級での所得税負担の増加」という，この「関税改革」のもつ，階
級間における「利害『錯綜』的効果｣，の３論点に他ならず，したがってそ
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こからは次のような帰結が導出可能であろう。つまり，一方での「地主階級
利害の抑制」と他方での「労働者階級の広範な担税者化」とを条件として，
この「自由主義段階イギリス資本主義」のまさに基軸を形成する「産業資本
階級利害の『最終的貫徹』」が実現した－と。
ついで「政策体系」の２つ目として（ii）「金融政策」へ視点を移すと，
その中心点に1844年「ビール条例」とそれに立脚した「イギリス金本位制の
体制的確立」が存在するのは当然といってよい。そこでこの「イングランド
銀行・中央銀行機能の完成」に焦点を合わせて「金融政策」の特質をフォロー
すると，さし当り以下の３点が重要だと思われる。つまり，（A)「ビール条例
成立の政策図式」－貿易依存型の綿工業に立脚しつつ何よりも「国際均衡＝
為替安定」を最優先させるために「単一発券制度と金準備に拘束された発券
規制」を主張した「マンチェスター（通貨）学派｣，国内市場依存型ヨーク
シャー毛織物工業に立脚して「国内均衡＝国内市場拡大」に規定されて「株
式発券銀行」を主張した「銀行学派｣，ミッドランド中小企業に立脚しつつ
通貨膨張を指向して「金本位制離脱」を主張した「バーミンガム学派｣，農
業地帯の「個人発券銀行」に依拠して「単一発券制度と発券規制」に反対を唱
えた「地主階級‐，という「４図式の並立｣，（曰「ビール条例の階級基盤」－
｢単一発券制度・金準備による発券規制」を「２本柱」とする「ビール条例」
の成立を通した，「綿工業一輸出産業一手形割引一預金銀行一ロンドン貨幣
市場一通貨価値安定」というラインに基づく「綿工業資本・階級利害」の実
現・貫徹，（C)「ビール条例の体系的意義」－「単一発券システムの制度的
確立」と「イングランド銀行への発券の漸次的集中化」とを軸点にした「保
証準備発行直接制限制度」の構築，これである。要するに，この「ビール条
例」によって「自由主義段階」に適合的な「金本位制の体系的確立」が実現
していく。
最後に（iii）「労働政策」にも関税しておくが，その基幹的ロジックは以
下の３ポイントに整理可能といってよい。すなわち，（A)「労働政策転回の契
機」-1825恐慌からの脱出過程を画期とした資本蓄積の拡大＝合理化進展
とそれに伴う「労働諸条件の悪化」が労働運動における「革命の時代」を出
現させた結果，政府による「労働政策」発動をもたらしたこと，（Bl「労働市
－２２－












